
令和６年度第１回東大阪市住工共生まちづくり審議会 次第 

日時：令和６年１１月１８日（月）午後４時００分～     

場所：クリエイション・コア東大阪 南館３階 技術交流室 

はじめに（審議会委員のご紹介・審議会の位置づけなど） ＿３ページ 

議題１【報告案件】 住工共生まちづくり事業にかかる取組について ＿７ページ 

議題２【報告案件】 モノづくり推進地域の推移について ＿３３ページ 

【参考資料】 

・東大阪市住工共生のまちづくり条例 ＿３５ページ 

・東大阪市住工共生まちづくり審議会規則 ＿４１ページ 
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【議題２】モノづくり推進地域の推移について

1. 背景 

モノづくり推進地域を指定してから（平成 25・26 年）、１０年余りが経過した。モノづくり企業の集積

を維持するという指定の目的が、どの程度達成できたかを検証しよりよい施策につなげるため、標記

の調査を行った。 

2. 調査方法 

本市には、500 の町丁目が存在する（令和 5 年度国勢調査）。これを次のグループに分け、基礎デ

ータとひも付け・対照する（製造業事業所数、従業員数、1 事業所あたりの従業員数、路線価）。 

 定義 該当する町丁目数 

グループ A モノづくり推進地域が 50%以上の面積を占める町丁目 １24 

グループ B モノづくり推進地域が 50%未満の面積を占める町丁目 111 

グループ C モノづくり推進地域が存在しない町丁目 265 

3. 調査結果 

(1)製造業事業所数（経済センサス） 

 令和３年(a) 平成 28年(b) 減少率(a-b/b) 

グループ Aに所在する事業所数 3,319 3,522 △5.8% 

グループ Bに所在する事業所数 1,018 1,089 △6.5% 

グループ Cに所在する事業所数 1,227 1,343 △8.6% 

全体 5,564 5,954 △6.6％ 

(2)製造業従業員数（経済センサス） 

 令和３年(a) 平成 28年(b) 増減率(a-b/b) 
グループ A に所在する事業所の従業員数 41,862 41,663 0.5% 
グループ B に所在する事業所の従業員数 11,460 11,475 △0.1% 
グループ C に所在する事業所の従業員数 9,783 9,859 △0.8% 

全体 63,105 62,997 0.2％ 

【分析】 

① モノづくり推進地域では、比較的事業所数の減少をおさえられている 

② モノづくり推進地域以外にも依然多くの工場が立地している 

【分析】 

① モノづくり推進地域では、製造業従業員数の減少がおさえられている 

② 製造業従業員の 3人に 2人以上がモノづくり推進地域の事業所に勤務していると考えられる 



(3) 1 事業所あたりの従業員数（経済センサス） 

 令和３年(a) 平成 28年(b) 増加率(a-b/b) 

グループ Aに所在する事業所 12.6 11.8 6.8% 

グループ Bに所在する事業所 11.3 10.5 7.6% 

グループ Cに所在する事業所 8.0 7.3 9.6% 

全体 11.3 10.6 6.6% 

(4)路線価（国税庁財産評価基準書路線価図・評価倍率表） 

※１ 路線価 ⇒ 路線(道路）に面する標準的な宅地の１平方メートル当たりの価額（単位：千円） 

  ※２ 調査方法 ⇒ 町丁目ごとに計 500地点を無作為に抽出し、年度間比較した 

 令和６年(a) 平成３０年(b) 増加率(a-b/b) 

グループ A  110.3 99.2 11.2％ 

グループ B  108.0 105.1 2.8％ 

グループ C 115.5 114.9 0.5％ 

全体 11２.5 10８.7 3.5% 

４．結論 

以上のように、モノづくり推進地域のデータ上の優位性を確認できた。モノづくり支援地域の指定は、そ

の目的であるモノづくり企業の集積維持に一定の効果を果たしていると考えられ、いっそう取組をすすめ

ていく 

【分析】 

① モノづくり推進地域に所在する事業所の方が、平均従業員数が多い（企業規模も大きい） 

② 全体としても 1事業所あたりの従業員数は増加している 

（モノづくり企業の統廃合が起こっている可能性がある） 

【分析】 

モノづくり推進地域では、その他地域よりも路線価の増加率が高く、 

その他地域との路線価の差が小さくなっている
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○東大阪市住工共生のまちづくり条例 

平成25年３月31日東大阪市条例第５号 

東大阪市住工共生のまちづくり条例 

本市は、モノづくり基盤産業を中心に多種多様な製造業が集積するモノづくりのまちであり、

これらの製造業の技術力は、日本の製造業の国際競争力の源泉である。モノづくり企業は、緊

密な連携による分業体制により、柔軟な生産ネットワークを構築している。それぞれのモノづ

くり企業が専門分野に特化することで、その製造技術を深化させ、様々な需要に柔軟に対応で

きることが本市のモノづくり企業の集積の大きな特徴となっている。 

一方、本市は、多くの市民が生活する住宅都市としての側面もあり、交通の利便性が高いこ

となどを背景に、住居系の地域はもとより、工業地域又は準工業地域における土地についても、

住宅用地としての需要がある。 

しかし、モノづくり企業の近隣における住宅の建築により、当該モノづくり企業と近隣住民

との間で相隣関係における問題が発生していることも事実である。このような事態は、モノづ

くり企業の操業環境に影響を与えるだけでなく、市民の良好な住環境の観点からも好ましい状

況ではない。 

職住近接の中、モノづくり企業への市民の就業率が高く、モノづくり企業の集積は、地域経

済を支える本市の重要な存立基盤である。このため、市民の良好な住環境とモノづくり企業の

操業環境を保全し、創出することにより、住工共生のまちを実現していく必要がある。 

そこで、住工共生のまちづくりが本市の更なる発展に欠くことのできないものであることを

本市の共通認識とし、市民、モノづくり企業、建築主等、関係者及び市が一体となって、住工

共生のまちづくりを総合的に推進するため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、住工共生のまちづくりについての基本理念を定め、市民、モノづくり企

業、建築主等、関係者及び市の責務を明らかにするとともに、住工共生のまちづくりの推進

に関する基本的な事項等を定め、市民の良好な住環境及びモノづくり企業の操業環境を保全

し、創出することにより、住工共生のまちの実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 住宅 一戸建ての住宅、共同住宅、長屋、寄宿舎、兼用住宅その他の住居の用に供す

る建築物をいう。 

(２) モノづくり企業 本市の区域内において、製造業を営んでいるものをいう。 

(３) 建築 建築物を新築し、又は増築することをいう。 

(４) 建築主 建築物を建築するために請負契約を締結した注文者又は請負契約によらな

いで自ら建築物を建築するものをいう。 

(５) 建築主等 建築主及び宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）

第２条第３号に規定する宅地建物取引業者をいう。以下同じ。）をいう。 

(６) 関係者 経済団体、自治会、小中学校等及び金融機関をいう。 

（基本理念） 

第３条 住工共生のまちづくりは、誰もが安全で快適に暮らせるまち、元気に働き活力あふれ

る経済活動が営まれるまち及びモノづくり企業が果たす役割の重要性を理解し、本市がモノ

づくりのまちであることに誇りを持てるまちの実現を図ることを旨として、市民、モノづく
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り企業、建築主等、関係者及び市が相互に連携を図りながら、協働して推進されなければな

らない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、住工共生

のまちづくりに関する理解を深め、住工共生のまちづくりの推進に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。 

（モノづくり企業の責務） 

第５条 モノづくり企業は、基本理念にのっとり、住工共生のまちづくりの推進に関する施策

に協力するよう努めるとともに、その事業活動を行うに当たって、市民の良好な住環境に配

慮するものとする。 

２ モノづくり企業は、地域社会の一員として、社会的責任を自覚し、地域社会に貢献するよ

う努めるものとする。 

（建築主等の責務） 

第６条 建築主等は、基本理念にのっとり、モノづくり企業が果たす役割の重要性を理解し、

この条例に基づく義務を果たすとともに、住工共生のまちづくりの推進に関する施策に協力

するよう努めるものとする。 

（関係者の責務） 

第７条 関係者は、基本理念にのっとり、モノづくり企業が果たす役割の重要性を理解し、住

工共生のまちづくりに資する自主的な取組みを行うとともに、住工共生のまちづくりの推進

に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（市の責務） 

第８条 市は、基本理念にのっとり、住工共生のまちづくりの推進に関する施策を策定し、及

び実施しなければならない。 

２ 市は、住工共生のまちづくりの推進に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置を

講ずるものとする。 

（住工共生のまちづくりの推進に関する施策の実施） 

第９条 市は、第１条の目的を達成するため、市民、モノづくり企業、建築主等及び関係者と

連携して、次に掲げる住工共生のまちづくりの推進に関する施策を実施するものとする。 

(１) 市民とモノづくり企業が共生できる環境形成を促進する施策 

(２) 住工混在の緩やかな解消に資する施策 

(３) モノづくり企業の立地の促進及び操業の継続を支援する施策 

(４) その他住工共生のまちづくりに資する施策 

（モノづくり推進地域） 

第10条 市長は、モノづくり企業の集積を維持するため、準工業地域（都市計画法（昭和43年

法律第100号）第８条第１項第１号に規定する準工業地域をいう。以下同じ。）として指定

されている地域のうちモノづくり企業の土地利用の比率が高い地域及び工業地域（同号に規

定する工業地域をいう。以下同じ。）として指定されている地域をモノづくり推進地域とし

て指定することができる。 

２ 市長は、モノづくり推進地域の全部又は一部についてモノづくり企業の集積を維持する必

要がなくなったと認めるときは、当該モノづくり推進地域の全部又は一部について、前項の

規定による指定を解除することができる。 
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３ 市長は、モノづくり推進地域を指定し、又は指定の解除をしようとするときは、あらかじ

め、第19条の東大阪市住工共生まちづくり審議会の意見を聴くものとする。 

４ 市長は、モノづくり推進地域を指定し、又は指定の解除をしたときは、遅滞なく、その旨

を告示しなければならない。 

（特別用途地区等を活用した住工共生のまちづくりの推進） 

第11条 市長は、モノづくり推進地域のうち、特にモノづくり企業の集積を維持し、促進する

ことが必要であると認める地域について、都市計画法に基づく特別用途地区及び地区計画の

制度を積極的に活用するものとする。 

２ 市長は、前項の制度を活用するに当たり、その円滑な推進が図られるよう補助その他必要

な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（住工共生まちづくり協議会） 

第12条 市長は、住工共生のまちづくりを推進することを目的とする団体であって、次に掲げ

る要件の全てを満たすものを、その申請に基づき、住工共生まちづくり協議会（以下「協議

会」という。）として認定することができる。 

(１) 代表者を定めていること。 

(２) 規約等を定めていること。 

(３) 対象区域を定めていること。 

(４) 主として、対象区域内の市民、モノづくり企業及び自治会で構成していること。 

(５) 対象区域内の市民、モノづくり企業等に対して、協議会の活動への自主的な参加を認

めていること。 

２ 市長は、協議会が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その認定を取り消すこ

とができる。 

(１) 解散の届出があったとき。 

(２) 前項の認定の要件に適合しなくなったとき。 

(３) 基本理念に著しく反したとき。 

（重点地区） 

第13条 市長は、モノづくり企業の集積を重点的に維持するため、協議会の対象区域内のモノ

づくり推進地域を重点地区として指定する。 

２ 市長は、前条第２項の規定に基づき協議会の認定を取り消した場合は、重点地区としての

指定を解除する。 

３ 市長は、重点地区を指定し、又は指定を解除したときは、遅滞なく、その旨を告示しなけ

ればならない。 

（協議会及び重点地区に対する支援） 

第14条 市は、住工共生のまちづくりの推進を図るため、協議会が行う取組み及び重点地区に

対して必要な支援を行うものとする。 

（住宅の建築の協議） 

第15条 建築主は、モノづくり推進地域内において住宅を建築しようとするときは、当該建築

に係る計画について、あらかじめ、市と協議しなければならない。 

２ 建築主は、前項の規定による協議に係る住宅について、騒音その他の生活環境に及ぶ影響

を自ら低減するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（近隣のモノづくり企業等に対する説明） 
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第16条 建築主は、モノづくり推進地域内において住宅を建築しようとするときは、当該建築

に係る計画の周知を図るため、前条第１項の規定による協議を行った後、次に掲げる者に対

し、当該建築に係る計画の内容について説明しなければならない。 

(１) 当該住宅の敷地と隣接するモノづくり企業その他周辺の地域において市長が必要と

認めるモノづくり企業 

(２) 当該住宅の敷地が協議会の重点地区内に所在する場合は、その協議会 

２ 建築主は、前項の説明を行った後、遅滞なく、当該説明に係る結果を市長に報告しなけれ

ばならない。 

（標識の設置） 

第17条 建築主は、モノづくり推進地域内において住宅を建築しようとするときは、当該建築

に係る計画の周知を図るため、第15条第１項の規定による協議を行った後、当該住宅の敷地

内の見やすい場所に、次に掲げる事項を表示した標識を設置しなければならない。 

(１) 当該住宅の敷地の所在地 

(２) 建築主又はその請負人の氏名又は名称及び連絡先 

(３) 当該住宅の種別及び階数 

(４) 工事予定期間 

（売買等の仲介時の説明） 

第18条 宅地建物取引業者は、工業地域若しくは準工業地域内の宅地又はこれらの地域内の住

宅の売買又は貸借の仲介をするときは、新たに当該宅地又は住宅を取得し、又は借りようと

する者に対して、次の各号に掲げる事項について説明するよう努めなければならない。 

(１) 工業地域又は準工業地域の趣旨及び概要等 

(２) 公害関係法令に定める規制基準 

(３) 近隣のモノづくり企業の立地状況 

(４) 土壌汚染調査に関する情報を有している場合は、その情報 

（住工共生まちづくり審議会） 

第19条 本市に、東大阪市住工共生まちづくり審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、次に掲げる事項を審議する。 

(１) この条例の改廃に関すること。 

(２) この条例に基づく住工共生のまちづくりの推進に関する取組みに関すること。 

(３) モノづくり推進地域の指定及び指定の解除に関すること。 

(４) その他住工共生のまちづくりの推進に関する重要な事項に関すること。 

３ 審議会は、前項に規定する事項に関し、市長に意見を述べることができる。 

４ 前３項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

（施策の実施状況の公表等） 

第20条 市長は、毎年度、住工共生のまちづくりについて、この条例に基づく施策等の実施状

況を公表し、広く市民、モノづくり企業等の意見を求めるものとする。 

２ 市長は、毎年度、この条例に基づく施策等の実施状況及び前項の規定に基づく意見を審議

会に報告するものとする。 

３ 市長は、第１項の実施状況について調査及び分析を行うものとする。 

（委任） 

第21条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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附 則 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。ただし、第15条から第18条までの規定は、

市長が規則で定める日から施行する。（平成25年規則第63号で平成25年10月１日から施行） 

２ この条例の施行の日において、工業地域として指定されている地域は、モノづくり推進地

域として指定されたものとみなす。 

３ 市長は、住工共生のまちづくりの推進に関する施策の実施状況その他この条例の施行の状

況について検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。 
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○東大阪市住工共生まちづくり審議会規則 

平成25年３月31日東大阪市規則第62号 

改正            

平成27年３月27日規則第27号 

令和２年３月18日規則第７号 

東大阪市住工共生まちづくり審議会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東大阪市住工共生のまちづくり条例（平成25年東大阪市条例第５号）第

19条第４項の規定に基づき、東大阪市住工共生まちづくり審議会（以下「審議会」という。）

の組織、運営その他審議会に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員10人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 公募に応じた者 

(３) その他市長が適当と認める者 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、前条第２項の規定により委嘱された日が属する年度の翌年度の末日ま

でとする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（関係者の出席） 

第６条 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、その意見又は説明を

聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、都市魅力産業スポーツ部において処理する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮

って定める。 

附 則 
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１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 第２条第２項の規定による委嘱後最初の審議会の招集及び会長が選出されるまでの間に

おける審議会の運営は、市長が行う。 

附 則（平成27年３月27日規則第27号） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第１項の規定は、この規則の施行の日以後に委嘱される委員の任期につい

て適用し、同日前に委嘱された委員の任期については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現に在職する会長及び副会長の任期については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月18日規則第７号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 


